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水防協力団体制度の追加（新規） 

 

１ 水防協力団体制度新設の経緯 

 近年、全国各地で災害が激甚化・頻発化しており、地域の洪水被害の防止・軽減を図

るための水防活動がますます重要となっています。しかし、水防団員の減少や高齢化が

進んでおり、地域の水防力を維持する上で、この状況を改善することが大きな課題とな

っています。 

 こうした課題を踏まえ、民間企業、NPO、自治会、ボランティア団体等が水防活動の

啓発活動等を行っていただく「水防協力団体制度」が平成１７年度に創設され、国にお

いても市町村に対して指定を促進しております。 

 今回の山形市水防計画書への制度新設は、令和６年６月、山形県から浸水想定区域の

指定河川が追加され、浸水想定区域が拡大されたことや、今後、気候変動などにより、

洪水被害の発生が増加することが予想されることから、更なる水防体制の強力を図るた

め、山形市においても、水防協力団体制度を新設するものです。 

 

２ 水防協力団体の指定 

水防協力団体は水防法第 36 条（水防法参考有）により指定できることになっており、

山形市における水防協力団体の指定は、別紙「山形市水防協力団体指定要領」に基づい

て行います。 
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合計 ３７団体 

３ 水防協力団体制度の指定状況 

 ・山形県（令和元年） 

 ※県内の他市町村に確認したところ指定はなし。 

 

 ・全国の指定状況（令和５年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  水防協力団体数（R5.4.1 現在） 

一般社団法人 21 団体 

民間法人 10 団体 

ＮＰＯ 1団体 

自治体・ボランティア等 ５団体 

 

 



 

3 

 

第１６章  水 防 協 力 団 体 

 

１ 水防協力団体の指定 

 水防管理団体は、下記に規定する業務を適正かつ確実に行うことができる

と認められる法人その他これに準ずるものとして国土交通省令で定める団体

を、その申請により、水防協力団体として指定することができる。 

                                        

２ 水防協力団体の業務 

（１）水防上必要な監視、警戒その他の水防活動の協力  

（２）水防に必要な器具、資材又は設備の保管、提供  

（３）水防に関する情報又は資料の収集、提供 

（４）水防に関する調査研究  

（５）水防に関する知識の普及、啓発  

（６）前各号に附帯する業務 

 

３ 水防協力団体と水防団等の連携 

 水防協力団体は、水防団との密接な連携の下に前項の業務を行わなければ

ならない。 

また、水防協力団体は、毎年水防団及び消防機関が行う水防訓練に参加す

るものとする。 

  

 

４ 水防協力団体の申請・指定及び運用 

水防協力団体の申請があった場合は、山形市水防協力団体指定要領を基に

指定することとする。また指定の際は、合わせて水防協力団体の名称、住所

及び事務所の所在地を公示するものとする。 

水防協力団体の業務の運用にあたっては、業務が適正かつ確実に行われる

よう、水防協力活動実施要領によるものとする。 
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附録４―１ 

   山形市水防協力団体指定要領 

 

１ 通則 

 山形市における水防協力団体の指定は、水防法（以下「法」という。）及び国土交通

省令（以下「省令」という。）その他の法令並びに関連通知のほか、この要領に定める

ところにより行う。 

 

２ 水防協力団体の要件（法３６条第１項関係） 

 水防協力団体の指定、に当たっては、法第３６条に基づき、事項に規定する業務を適

正かつ確実に行うことができると認められる法人その他これに準ずるものとして省令

で定める団体（以下「法人等」という。）であり、かつ、反社会的勢力でないことをそ

の要件とする。 

 

３ 水防協力団体の業務（法３７条関係） 

 水防協力団体は次に掲げる業務の範囲内で行うものとし、業務を行うに当たっては、

水防管理者の所轄下にある水防団又は消防機関が行う水防活動と調和を図るものとす

る。 

（１）河川巡視、土のうの袋詰め及び運搬、避難支援などの水防団又は消防機関が行う水防

上必要な監視、警戒その他の水防活動に協力することとし、構成員の安全を確保した

上で行うことが可能な活動 

（２）水防に必要な器具、資材又は設備の保管及びその提供 

（３）水防協力団体の業務や活動を含む水防に関する広報活動、水防に関する情報の収集及

びその提供 

（４）水防に関する意識調査、実態調査等の水防に関する調査研究 

（５）講習会や研修会等の実施等の水防に関する知識の普及及び啓発 

（６）水防意識の高揚を図るための自主的なパンフレットの作成、各種行事等の開催等の前

各号に掲げる業務に附帯する業務 

 

４ 水防協力団体の申請方法（法３６条第１項・第３項関係） 

（１）水防協力団体の要件を満たす者で、山形市水防協力団体の指定を受けようとする者は、

水防管理者あてに「山形市水防協力団体指定申請書」に「水防協力団体活動業務計画

書」及び「水防協力団体組織体制一覧表（連絡先）」（任意様式）を添えて申請するも

のとする。 

（２）水防協力団体の名称、住所、事務所の所在地、業務内容、組織体制の変更をする場合

も同様とする。（任意様式） 
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５ 水防協力団体の指定（法第３６条第２項・第４項関係） 

（１）水防管理者は、前項の申請の審査を行い、業務を適正かつ確実に行うことができる法

人等であると認められる場合は、水防協力団体として指定することができる。また、

指定をしたときは、当該水防協力団体に対し、「山形市水防協力団体認定書」を交付

するとともに、当該水防協力団体の名称、住所及び事務所の所在地を公示する。 

（２）水防協力団体の名称、住所又は事務所の所在地の変更の届出があったときは、当該届

出に係る事項を公示する。 

 

６ その他 

（１）この要領を変更する必要が生じたときは、関係機関と調整の上、改訂するものとする。 

（２）その他この要領の実施に必要な事項については、別途定めるものとする。 

 

附   則 

 この要領は、決裁の日から施行する。 
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附録４―２ 

水防協力団体指定申請書様式 

 

山形市水防協力団体指定申請書 

年  月  日 

山形市水防管理者 

  山形市長         

 住 所       

   （事務所所在地） 

団体の名称           

                        代表者指名             ㊞ 

 

 水防法第３６条１項及び山形市水防協力団体指定要領第４の規定に基づき、山形市水防協力団体の指

定を受けたいので、別紙「水防協力団体協力活動業務計画書」を添えて申請します。 

 



 

7 

 

附録４―３ 水防協力団体協力活動業務計画書 

 

 

年  月  日 

山形市水防管理者 

  山形市長         

 住 所       

   （事務所所在地） 

団体の名称           

                        代表者指名             ㊞ 

水防協力団体協力活動業務計画書 

 山形市の実施する水防活動に協力するため、以下の業務を実施します。 
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附録４―４ 

水防協力団体認定書様式 

 

 

山形市水防協力団体認定書 

年 月 日 

住 所 

（事務所所在地） 

団体の名称 

代表者 ○○○○ 様 

山形市水防管理者 

山形市長 

水防法第 36 条第１項及び山形市水防協力団体指定要領第４の規定に基づき、貴団体を山形市水防協力団

体に指定します。 
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附録４―５ 

水防協力団体との水防協力活動実施要領 

山形市における水防協力団体との水防協働活動実施要領 

１ 通則 

山形市水防協力団体指定要領に基づき指定された水防協力団体と、水防団又は水防活

動を行う消防機関（以下「水防団等」という。）との連携については、水防法及びその関

連通知並びに山形市水防計画（地域防災計画）のほか、この要領に定めるところによる。 

 

２ 水防団等と水防協力団体との連携（水防法第 38 条関係） 

水防法第 36 条及び山形市水防協力団体指定要領に基づき指定された水防協力団体

が行う水防活動は、水防団等による水防活動に対する協力業務であり、山形市からの情

報提供や指導、助言を受け、水防団等と密接に連携して行うものとする。 

 

３ 活動報告書の提出（水防法第 39 条関係） 

水防管理者は、水防団等と連携して行われる水防の効果が最大限発揮されるよう、水

防協力団体に対し、水防活動の活動記録についてその内容を明記した「水防協力団体活

動報告書」を提出させることができる。 

 

４ 情報提供等（水防法第 40 条関係） 

水防管理者は、山形市水防協力団体指定要領４に基づき提出された「水防協力団体活

動業務計画書」や前項の「水防協力団体活動報告書」で示された活動内容について、そ

の活動の実施に関し、必要な情報の提供や指導、助言を行う。 

 

５ その他 

（１）この要領を変更する必要が生じたときは、関係機関と調整の上、改訂するもの

とする。 

（２）その他この要領の実施に必要な事項については、別途定めるものとする。 

 

附 則 

この要領は、決裁の日から施行する。 
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附録４―６ 

水防協力団体協力活動報告書様式 

 

山形市水防協力団体協力活動報告書 

年 月 日 

山形市水防管理者 

山形市長  

住 所 

（事務所所在地） 

団体の名称 

代表者氏名 

別紙のとおり水防協力活動を実施したので、山形市水防協力団体との水防協働活動実施要領第３の規

定に基づき提出します。 



＜参考＞ 
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＜水防法 抜粋＞ 

（水防協力団体の指定） 

第三十六条 水防管理者は、次条に規定する業務を適正かつ確実に行うことができると認

められる法人その他これに準ずるものとして国土交通省令で定める団体を、その申請によ

り、水防協力団体として指定することができる。 

２ 水防管理者は、前項の規定による指定をしたときは、当該水防協力団体の名称、住所及

び事務所の所在地を公示しなければならない。 

３ 水防協力団体は、その名称、住所又は事務所の所在地を変更しようとするときは、あら

かじめ、その旨を水防管理者に届け出なければならない。 

４ 水防管理者は、前項の規定による届出があつたときは、当該届出に係る事項を公示しな

ければならない。  

（水防協力団体の業務） 

第三十七条 水防協力団体は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 水防団又は消防機関が行う水防上必要な監視、警戒その他の水防活動に協力すること。 

二 水防に必要な器具、資材又は設備を保管し、及び提供すること。 

三 水防に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。 

四 水防に関する調査研究を行うこと。 

五 水防に関する知識の普及及び啓発を行うこと。 

六 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

（水防団等との連携） 

第三十八条 水防協力団体は、水防団及び水防を行う消防機関との密接な連携の下に前条

第一号に掲げる業務を行わなければならない。  

（監督等） 

第三十九条 水防管理者は、第三十七条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保す

るため必要があると認めるときは、水防協力団体に対し、その業務に関し報告をさせること

ができる。 

２ 水防管理者は、水防協力団体が第三十七条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施し

ていないと認めるときは、水防協力団体に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を

講ずべきことを命ずることができる。 

３ 水防管理者は、水防協力団体が前項の規定による命令に違反したときは、その指定を取

り消すことができる。 

４ 水防管理者は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければな

らない。 

（情報の提供等） 

第四十条 国、都道府県及び水防管理団体は、水防協力団体に対し、その業務の実施に関し

必要な情報の提供又は指導若しくは助言をするものとする。 
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